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経済政策委員会 1月18日

安倍政権の『進路と戦略』への提言
持続的成長への課題に着手すべき時期が到来
㈱大和総研　主任研究員　資本市場調査部統括次長

鈴木準氏

経済政策委員会（委員長 柿本寿明 日本総合研

究所 シニアフェロー）は、1月18日、大和総研主

任研究員・資本市場調査部統括次長 鈴木準氏を

招き、「今後の日本経済の動向と安倍政権の成長

戦略－持続的成長への課題に着手すべき時期到

来－」をテーマに、講演会を開催した。

1．今後、年率2％程度の成長を実現できる
日本経済は、「三つの過剰」の調整を終え、長期低迷

から脱した。今や、企業の純債務は歴史的な低水準にあ

る。大和総研『日本経済中期予測』をみても、今後10年

をみると年率2％程度の経済成長が十分に可能である。

人口減少がいよいよ始まった。単に人口が少なくなるだ

けでなく、高齢化が一層進む。少子化対策は重要だが、

人口減少・高齢化を前提に考えるしかない。今後とも経

済成長や国民生活は生産性の向上が決め手である。

2．日本経済の生産性水準は未だ低い

日本経済の生産性向上の余地は大きい。とりわけ国内

非製造業の課題が大きく、

多くの産業はキャッチアッ

プが終わっていない。生産

性向上の観点から、一層の

規制改革や公正な競争政策

の促進が必要である。サー

ビス産業にも「内なる国際

化」が必要である。

3．硬直的な労働市場の流動化と海外との交流
今後の課題として、人為的ではない自由で円滑な労働

移動が経済全体の生産性を高める。また、90年代以降、

海外との連携・交流が生産性上昇率に有意にプラスであ

った。対外経済関係の強化が急務である。必要な海外進

出を「空洞化」、求められる対内投資を「脅威」と呼ん

でいてはグローバル化に取り残されるおそれがある。

4．社会保障制度改革に残された時間は短い　　
団塊世代が社会保障制度の負担側から受益側に移るの

はまもなくである。現状のままでは政府規模が拡大し、

現役世代や企業の負担が増加していくことは必至であ

る。また公共サービスの生産性向上こそ大きな課題であ

る。公務員数の少なさを考慮しても、行政サービスは非

常に割高である。納税者（公共サービスの購入者）によ

る再価格付けが必要である。

（文責 事務局）

歴史認識研究会 2月15日

地勢的視点から
東アジアをとらえることが重要
龍谷大学国際文化学部 濱下武志教授
歴史認識研究会（座長森下俊三・小嶋淳司両

代表幹事）は、龍谷大学国際文化学部の濱下武

志教授を招き、「アジアの中の日本・韓国・中

国－日韓歴史家会議の討論を踏まえて」と題し

て講演会を開催した。以下要旨。
歴史をどうみるか

歴史と歴史認識の関係について考えると、歴史は客観

的事実であるという三人称でみる見方と自分が歴史をど

うみるかという一人称での見方が従来から言われてい

る。それに対して、私は、相手の存在を前提として自分

があるという、相互のコミュニケーションを重視した二

人称の歴史という見方で考えたいと思っている。

東アジアの歴史秩序

東アジアの歴史秩序である「朝貢－冊封」体制、華夷秩

序を一つの文化的な問題としてどう考えるかが歴史の一

つの課題となっている。現在でも、地勢論的にみて一つ

の地域秩序が東アジアを構成していると考えている。

中国の皇帝が同心円の中

心におり、そこから周辺に

地方の省、西北にいくとモ

ンゴル・チベットのような

地域と続く。外に行くに従

って、統治が緩やかになっ

ていくが、一番外側の帯の

ところに一番重要な朝鮮が位置する。日本も明の中期ま

では、中国と朝貢貿易を行っていたが、その後、対等な

貿易国にかたちを変えた後、鎖国というかたちをとった。

中国のダイナミズムによって中国が閉じたり、開いたり

することに対応して、周辺地域は、中国を大きな市場と

して利用したり、影響を切るため関係を閉じたりするこ

とを繰り返している。

また、アジアを海の繋がりで考えることも重要である。

朝貢という関係は、大陸部と半島と島が海で繋がっている

ことがその特徴である。陸と陸とを繋ぐ海は、一緒になる

ほどには接近しておらず、行き来がないほどには遠くない。

その経済的地理的関係がアジアの相互関係をつくってき

た。そういう点で、アジア、日中、日韓関係を議論するとき

には、海の観点をもっと議論していかなければいけない。

（文責 事務局）


